
ファイル名:表紙.doc 更新日時:2013/07/25 13:21 印刷日時:13/08/01 16:20 

 

第77期第１四半期  (自 平成25年４月１日 
 ) 至 平成25年６月30日

 

四 半 期 報 告 書 

 

株式会社 奥 村 組 



ファイル名:留意事項.doc 更新日時:2013/07/29 16:44 印刷日時:13/08/01 16:21 

 

第77期第１四半期（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日) 
 

四 半 期 報 告 書 
 

 

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 

 

株式会社 奥 村 組 

 



ファイル名:目次.doc 更新日時:2013/07/31 9:34 印刷日時:13/08/01 16:20 

目      次 

 

頁

第77期第１四半期 四半期報告書 

【表紙】 …………………………………………………………………………………………………………１ 

第一部 【企業情報】…………………………………………………………………………………………２ 

第１ 【企業の概況】………………………………………………………………………………………２ 

１ 【主要な経営指標等の推移】……………………………………………………………………２ 

２ 【事業の内容】……………………………………………………………………………………２ 

第２ 【事業の状況】………………………………………………………………………………………３ 

１ 【事業等のリスク】………………………………………………………………………………３ 

２ 【経営上の重要な契約等】………………………………………………………………………３ 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】……………………………３ 

第３ 【提出会社の状況】…………………………………………………………………………………５ 

１ 【株式等の状況】…………………………………………………………………………………５ 

２ 【役員の状況】……………………………………………………………………………………６ 

第４ 【経理の状況】………………………………………………………………………………………７ 

１ 【四半期連結財務諸表】…………………………………………………………………………８ 

２ 【その他】…………………………………………………………………………………………14 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】…………………………………………………………………15 

 

四半期レビュー報告書 

 

確認書 



【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成25年８月９日

【四半期会計期間】 第77期第１四半期 

(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

【会社名】 株式会社奥村組

【英訳名】 ＯＫＵＭＵＲＡ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 奥 村 太加典

【本店の所在の場所】 大阪市阿倍野区松崎町二丁目２番２号

【電話番号】 06－6621－1101

【事務連絡者氏名】 管理本部経理部長 田 中 敦 史

【最寄りの連絡場所】 東京都港区芝五丁目６番１号

【電話番号】 03－3454－8111

【事務連絡者氏名】 東日本支社経理部長 松 島 弘 幸

【縦覧に供する場所】 株式会社奥村組東日本支社

 (東京都港区芝五丁目６番１号)

株式会社奥村組名古屋支店

 (名古屋市中村区竹橋町29番８号)

株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

― 1 ―



  

 
（注)１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していません。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第76期

第１四半期 
連結累計期間

第77期
第１四半期 
連結累計期間

第76期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (百万円) 40,034 36,096 196,554

経常利益 (百万円) 767 26 3,563

四半期(当期)純利益 (百万円) 391 1 2,683

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △1,131 2,436 12,015

純資産額 (百万円) 108,783 122,558 121,923

総資産額 (百万円) 214,887 236,826 234,033

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 1.95 0.00 13.43

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 50.6 51.8 52.1

２ 【事業の内容】

― 2 ―



「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しています。 

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は発生していません。また、前事業年度の有価

証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものです。 

  

(1) 業績の状況 

①経営成績 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策や海外景気の持ち直しなどを背景と

して緩やかに回復に向かいましたが、建設業界においては、公共事業を中心として建設投資は堅調に推移

したものの、建設技能労働者不足や資機材価格の上昇など、依然として厳しい環境に置かれました。 

当第１四半期連結累計期間の売上高は前年同期間に比べ9.8％減少した36,096百万円となりました。損

益面では、売上総利益は不動産事業の売上総利益の減少等により同15.4％減少した2,427百万円となり、

営業損失は915百万円（前年同期間は324百万円の営業損失）、経常利益は同96.6％減少した26百万円、四

半期純利益は同99.6％減少した１百万円となりました。     

セグメントの業績は次のとおりです。 

（土木事業） 

受注高は前年同期間に比べ56.4％増加した12,406百万円、売上高は同0.8％減少した13,462百万円と

なり、営業損失は470百万円(前年同期間は348百万円の営業損失)となりました。 

（建築事業） 

受注高は前年同期間に比べ131.5％増加した27,573百万円、売上高は同6.3％減少した21,243百万円と

なり、営業損失は売上総利益率が改善したものの、966百万円(前年同期間は970百万円の営業損失)とな

りました。 

（不動産事業） 

不動産事業は不動産の販売及び賃貸に関する事業で、売上高は大型の不動産販売案件がなかったこと

等により前年同期間に比べ66.0％減少した984百万円となり、営業利益は同45.4％減少した571百万円と

なりました。 

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（その他） 

その他は建設資機材等の製造及び販売に関する事業等で、売上高は前年同期間に比べ55.1％減少した

405百万円、営業損失は51百万円(前年同期間は54百万円の営業損失)となりました。 

  

②資産、負債及び純資産の状況 

 (資産) 

受取手形・完成工事未収入金等が減少しましたが、現金預金が増加したこと等により、前連結会計年

度末に比べ2,792百万円増加した236,826百万円となりました。 

 (負債) 

短期借入金が減少しましたが、未成工事受入金が増加したこと等により、前連結会計年度末に比べ

2,157百万円増加した114,267百万円となりました。 

 (純資産) 

配当金の支払い等により利益剰余金が減少しましたが、その他有価証券評価差額金が増加したこと等

により、前連結会計年度末に比べ635百万円増加した122,558百万円となりました。 

  

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

(3) 研究開発活動 

当社グループの当第１四半期連結累計期間における研究開発に要した費用の総額は142百万円となり

ました。 

 なお、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

(4) 主要な設備 

前連結会計年度末において計画中であった賃貸用土地・建物の取得は平成25年４月に完了しました。
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

   当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 480,376,000

計 480,376,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成25年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 228,326,133 228,326,133
東京証券取引所
 市場第一部

単元株式数は1,000株です。

計 228,326,133 228,326,133 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
  

(千円)

資本金残高
  

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成25年４月１日 
～ 

平成25年６月30日
― 228,326,133 ― 19,838,913 ― 25,322,139

(6) 【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年３月31日)に基づく株主名簿による記

載をしています。 

平成25年３月31日現在 

 
  

平成25年３月31日現在 

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

28,609,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

197,387,000
197,387 ―

単元未満株式
普通株式

2,330,133
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 228,326,133 ― ―

総株主の議決権 ― 197,387 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式） 
 株式会社奥村組

大阪市阿倍野区松崎町
二丁目２番２号

28,609,000 ― 28,609,000 12.53

計 ― 28,609,000 ― 28,609,000 12.53

２ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載

しています。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年４月１

日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けていま

す。 

  

第４ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 13,448 46,472

受取手形・完成工事未収入金等 ※1  98,240 ※1  66,778

有価証券 15,000 8,500

販売用不動産 678 667

未成工事支出金 8,484 10,782

不動産事業支出金 2,785 2,761

仕掛品 349 813

材料貯蔵品 159 153

その他 6,942 7,020

貸倒引当金 △4,393 △4,171

流動資産合計 141,696 139,777

固定資産   

有形固定資産   

土地 26,362 27,158

その他（純額） 9,477 9,890

有形固定資産合計 35,839 37,048

無形固定資産 284 268

投資その他の資産   

投資有価証券 55,591 59,120

その他 3,529 3,503

貸倒引当金 △2,907 △2,892

投資その他の資産合計 56,213 59,731

固定資産合計 92,337 97,049

資産合計 234,033 236,826
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 47,488 ※1  42,045

短期借入金 16,416 8,481

未払法人税等 226 64

未成工事受入金 9,145 20,323

引当金 2,395 984

工事損失引当金 1,856 1,483

資産除去債務 74 74

その他 17,819 23,331

流動負債合計 95,423 96,789

固定負債   

長期借入金 4,128 4,128

退職給付引当金 2,023 1,736

資産除去債務 51 53

その他 10,483 11,560

固定負債合計 16,686 17,478

負債合計 112,110 114,267

純資産の部   

株主資本   

資本金 19,838 19,838

資本剰余金 25,326 25,326

利益剰余金 70,136 68,340

自己株式 △12,365 △12,369

株主資本合計 102,936 101,136

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 18,987 21,422

その他の包括利益累計額合計 18,987 21,422

純資産合計 121,923 122,558

負債純資産合計 234,033 236,826
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

売上高 40,034 36,096

売上原価 37,164 33,668

売上総利益 2,869 2,427

販売費及び一般管理費 3,194 3,342

営業損失（△） △324 △915

営業外収益   

受取利息 37 22

受取配当金 625 504

負ののれん償却額 70 －

貸倒引当金戻入額 564 236

その他 42 223

営業外収益合計 1,340 987

営業外費用   

支払利息 43 42

為替差損 198 －

その他 7 3

営業外費用合計 248 45

経常利益 767 26

特別利益   

固定資産売却益 0 －

特別利益合計 0 －

特別損失   

固定資産除却損 0 0

投資有価証券評価損 223 －

関係会社株式評価損 103 －

特別損失合計 327 0

税金等調整前四半期純利益 439 25

法人税、住民税及び事業税 39 29

法人税等調整額 9 △5

法人税等合計 48 24

少数株主損益調整前四半期純利益 391 1

四半期純利益 391 1
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 391 1

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,523 2,434

その他の包括利益合計 △1,523 2,434

四半期包括利益 △1,131 2,436

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,131 2,436

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しています。

なお、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が四半期連結会計期間末日残高に含まれています。 

 
  

 ２  下記の法人のマンション売買契約手付金の返済について保証を行っています。 

 
  

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりで

す。 

 
  

前第１四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日) 

  配当金支払額 

 
  

当第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日) 

  配当金支払額 

 
  

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日)

受取手形 23百万円 50百万円

支払手形 ― 5

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日)

日本グランデ㈱ 17百万円 17百万円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

減価償却費 186百万円 194百万円

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日 
定時株主総会

普通株式 1,797 ９ 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日 
定時株主総会

普通株式 1,797 ９ 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
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   前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

   報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設資機材等の製造及び販売に

関する事業を含んでいます。 

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額２百万円はセグメント間取引消去等です。 

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

   当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

   報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設資機材等の製造及び販売に

関する事業を含んでいます。 

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額２百万円はセグメント間取引消去等です。 

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額 
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注３）土木事業 建築事業 不動産事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 13,564 22,674 2,893 39,131 902 40,034 ― 40,034

  セグメント間の内部  
 売上高又は振替高

― ― 4 4 30 35 △35 ―

計 13,564 22,674 2,898 39,136 932 40,069 △35 40,034

セグメント利益 
又は損失(△)

△348 △970 1,046 △272 △54 △327 2 △324

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額 
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注３）土木事業 建築事業 不動産事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 13,462 21,243 984 35,690 405 36,096 ― 36,096

  セグメント間の内部  
 売上高又は振替高

― 184 4 188 27 215 △215 ―

計 13,462 21,427 989 35,879 432 36,312 △215 36,096

セグメント利益 
又は損失(△)

△470 △966 571 △866 △51 △918 2 △915
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１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

 
(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

１株当たり四半期純利益(円) 1.95 0.00

(算定上の基礎)

四半期純利益(百万円) 391 1

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 391 1

普通株式の期中平均株式数(株) 199,744,736 199,712,229

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成２５年８月７日

  株式会社 奥村組 

取 締 役 会 御 中 
  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社奥村組の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計

期間（平成２５年４月１日から平成２５年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２５年４月

１日から平成２５年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 
  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。  
  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社奥村組及び連結子会社の平成２５

年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

   

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 後 藤 紳太郎   印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 生 越 栄美子   印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



 
  

【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成25年８月９日

【会社名】 株式会社奥村組

【英訳名】 ＯＫＵＭＵＲＡ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 奥 村 太加典

【最高財務責任者の役職氏名】    ―

【本店の所在の場所】 大阪市阿倍野区松崎町二丁目２番２号

【縦覧に供する場所】 株式会社奥村組東日本支社

 (東京都港区芝五丁目６番１号)

株式会社奥村組名古屋支店

 (名古屋市中村区竹橋町29番８号)

株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)



当社代表取締役社長奥村太加典は、当社の第77期第１四半期(自 平成25年４月１日 至 平成25年６

月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しまし

た。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




